
議案乙第８号

第１条　令和５年度鳥栖市下水道事業会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

第２条  令和５年度鳥栖市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

（２）  年間総処理水量 9,210,000 ㎥ △ 710,000 ㎥ 8,500,000 ㎥

（３）  １日平均処理水量 25,164 ㎥ △ 1,940 ㎥ 23,224 ㎥

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　

（単位：千円）

第１款  下 水 道 事 業 収 益

  第１項   営 業 収 益

  第２項   営 業 外 収 益営 業 外 収 益

（単位：千円）

第１款  下 水 道 事 業 費 用

  第１項 営 業 費 用

  第２項   営 業 外 費 用

年 間 総 処 理 水 量

１ 日 平 均 処 理 水 量

収                              入

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額

令和５年度  鳥栖市下水道事業会計補正予算（第４号）

業              務 既  決  予  定  量 補  正  予  定  量 計

1,221,087 △ 1,439 1,219,648

計

2,734,610 △ 8,005 2,726,605

1,513,522 △ 6,566 1,506,956

2,225,063 △ 20,430 2,204,633

297,137 △ 5,662 291,475

支                              出

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

2,523,201 △ 25,367 2,497,834
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第４条  予算第４条本文括弧書中「976,527千円」を「972,224千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（単位：千円）

第１款  資  本  的  収  入

  第１項   企 業 債

　第４項 　分担金及び負担金

　第５項　 固定資産売却代金

（単位：千円）

第１款  資  本  的  支  出

  第１項   建 設 改 良 費

第５条  予算第６条中「959,300千円」を「947,200千円」に改める。

第６条  予算第１０条に定めた補助を受ける金額を次のように改める。

（単位：千円）

第７条  予算第１１条中「116,000千円」を「190,000千円」に改める。

令和６年３月１日　提出

鳥栖市長　　 向　門　慶　人

収                              入

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

1,475,736 △ 8,516 1,467,220

7,002 3,585 10,587

959,300 △ 12,100 947,200

支                              出

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計

2,452,263 △ 12,819 2,439,444

1 △ 1 0

1,157,846 △ 12,819 1,145,027

他　会　計　補　助　金 434,713 13,885 448,598

科              目 既  決  予  定  額 補  正  予  定  額 計
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予  算  に  関  す  る  説  明  書
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既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業 収益 2,734,610 △ 8,005 2,726,605

１ 営 業 収 益 1,513,522 △ 6,566 1,506,956

２ 49,106 △ 3,593 45,513

３ 1 △ 1 0

４ 45,415 △ 2,972 42,443

２ 営 業 外 収 益 1,221,087 △ 1,439 1,219,648

３ 434,713 13,885 448,598

４ 734,499 △ 16,489 718,010

５ 69 1,165 1,234

３ 特 別 利 益 1 0 1

１ 1 △ 1 0

２ 0 1 1

令和５年度   鳥栖市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　入 　   　 （単位：千円）

款 項 目 備　　考

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益

他 会 計 補 助 金
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既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業 費用 2,523,201 △ 25,367 2,497,834

１ 営 業 費 用 2,225,063 △ 20,430 2,204,633

１ 135,896 △ 84 135,812

２ 487,264 18,531 505,795

３ 1 △ 1 0

４ 36,530 2 36,532

６ 1,428,916 1,723 1,430,639

７ 65,615 △ 40,601 25,014

２ 営 業 外 費 用 297,137 △ 5,662 291,475

１ 241,803 △ 6,833 234,970

２ 55,333 1,171 56,504

３ 特 別 損 失 1 725 726

１ 1 725 726

款 項 目 備　　考

支　　　　　出  　 　 （単位：千円）

受 託 工 事 費

業 務 費

管 き ょ 費

処 理 場 費

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

過年度損益修正損
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既決予定額 補正予定額 計

１ 資 本 的 収 入 1,475,736 △ 8,516 1,467,220

１ 企 業 債 959,300 △ 12,100 947,200

１ 959,300 △ 12,100 947,200

４ 分 担 金 及 び 7,002 3,585 10,587

負 担 金 １ 7,000 3,000 10,000

２ 1 586 587

負 担 金 ３ 1 △ 1 0

５ 固 定 資 産 1 △ 1 0

売 却 代 金 １ 1 △ 1 0

既決予定額 補正予定額 計

１ 資 本 的 支 出 2,452,263 △ 12,819 2,439,444

１ 建 設 改 良 費 1,157,846 △ 12,819 1,145,027

１ 1,153,298 △ 12,745 1,140,553

３ 498 △ 74 424

資本的収入及び支出

収　　　　　入 　 　   （単位：千円）

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

款 項 目 備　　考

受 益 者 負 担 金

受 益 者 分 担 金

款 項 目 備　　考

支　　　　　出  　 　 （単位：千円）

リース資産購入費

施 設 建 設 費

工 事 負 担 金

固定資産売却代金
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（単位：円）

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 209,908,000

減価償却費 1,430,639,000

資産減耗費 21,304,000

退職給付引当金の増加額 5,188,000

賞与引当金の増加額 1,436,000

長期前受金戻入額 △ 718,010,000

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息 234,970,000

未収金の減少額 162,586,417

未払金の減少額 △ 310,708,100

前受金の減少額 △ 57,370,000

前払金の減少額 107,930,000

小計 1,087,872,317

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 234,970,000

852,903,317

令和５年度　鳥栖市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
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　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,489,750,625

国庫補助金等による収入 676,569,236

分担金及び負担金による収入 10,327,566

△ 802,853,823

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,195,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,294,415,841

一般会計からの出資による収入 1,537,000

リース債務の返済による支出 △ 385,465

△ 97,464,306

　　　資金減少額 △ 47,414,812

　　　資金期首残高 136,882,431

　　　資金期末残高 89,467,619

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
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円 円 円 円

１

(1)

イ 746,505,245

ロ 1,608,235,821

△ 505,647,429 1,102,588,392

ハ 50,976,670,903

△ 16,528,316,670 34,448,354,233

ニ 7,833,875,578

△ 4,093,382,255 3,740,493,323

ホ 15,745,861

△ 7,629,110 8,116,751

ヘ 2,189,004

△ 591,682 1,597,322

ト 1,416,948,259

41,464,603,525

令和５年度　鳥栖市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
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(2)

イ 4,586,324

ロ 216,000

4,802,324

41,469,405,849

２

(1) 89,467,619

(2) 174,604,231

△ 2,171,000 172,433,231

261,900,850

41,731,306,699

地 上 権

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
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円 円 円 円

３

(1)

イ 16,901,244,722

16,901,244,722

(2) 1,217,437

(3)

イ 64,737,704

ロ 1,670,644

66,408,348

16,968,870,507

４

(1)

イ 1,299,422,994

1,299,422,994

(2) 389,180

(3) 48,501,010

(4)

イ 9,220,000

9,220,000

(5) 48,470,000

1,406,003,184

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

負　債　の　部

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

長 期 リ ー ス 債 務

引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

企 業 債

修 繕 引 当 金

企 業 債

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計
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５

(1)

イ 3,505,615,124

△ 938,659,006 2,566,956,118

ロ 412,512,334

△ 74,820,818 337,691,516

ハ 20,395,207,234

△ 7,197,141,681 13,198,065,553

ニ 3,825,018,343

△ 1,248,074,722 2,576,943,621

ホ 2,287,672,272

△ 787,027,221 1,500,645,051

20,180,301,859

20,180,301,859

38,555,175,550

長期前受金収益化累計額

補 助 金 等

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

長期前受金収益化累計額

そ の 他 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金 合 計

受 益 者 負 担 金 等

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 合 計

繰 延 収 益
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円 円 円 円

６ 2,216,652,184

７

(1)

イ 25,650

ロ 520,621,566

ハ 2,094,762

522,741,978

(2)

イ 436,736,987

436,736,987

959,478,965

3,176,131,149

41,731,306,699

資　本　の　部

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金 等

受 益 者 負 担 金 等

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

 １ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 15～50年

構築物 30～50年

機械及び装置 10～20年

工具、器具及び備品 5～8年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

地上権 5年

(3) リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

 ２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

  いる。

(3) 未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ173,184円である。
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Ⅲ 予定貸借対照表関連

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要する資金のうち、一般会計が負担すると

見込まれる額は415,627,000円である。

  ２ 引当金の取崩し

　令和5年6月において、期末手当及び勤勉手当並びにこれらに伴う法定福利費12,922,503円を支給することとなったため、

賞与引当金7,784,000円を取り崩した。
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